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学校法人 金城学院 



 

付 記 

設置者変更に関する検討について 

2025 年度において、本法人は、18 歳人口の減少、大学間競争の激化、幼児教育環境

の変化並びに本法人の経営状況を踏まえ、金城学院大学及び金城学院幼稚園の教育研究活

動・保育活動の維持・発展、学生及び園児の学修・保育環境の安定的確保、法人としての

持続可能な運営基盤の確保を図る観点から、今後の設置・運営の在り方について検討を重

ねた。 

金城学院大学については、前年度末である 2025 年 3 月に、学校法人名古屋学院大学

に対し、設置者変更を含む今後の在り方に関する検討の申入れを行っており、2025 年度

は同法人との協議・検討を進めた。その結果、2026年 3月の常任理事会、理事会及び評

議員会における審議を経て、金城学院大学の設置者変更に関する協議・検討を進める方針

を決定した。 

今後は、在学生、園児、保護者、保証人、卒業生、同窓会、教職員、寄付者、地域社会

その他本法人に関係する皆様に対し、必要な情報提供と説明を行う。そのうえで、建学の

精神及び教育・保育の継続性を尊重しつつ、基本合意に基づく協議・検討を継続し、必要

となる手続については関係法令に基づき慎重に対応する。 
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Ⅰ 法人の概要 

 

１ 基本情報 

（１）法人の名称 

学校法人金城学院 

（２）主たる事務所 

     住  所  ：〒463-8521 名古屋市守山区大森2-1723 

     電話番号  ：052-798-0180 

     ＦＡＸ番号 ：052-798-4462 

     ＨＰアドレス：https://www.kinjo-u.ac.jp 

 

２ 建学の精神・理念 

「福音主義キリスト教に基づく、女性への全人教育。」 

建学の精神・理念に基づく人材像 

「真理と正義を愛し、世界の平和と人類の福祉に貢献する女性を養成する。」 

社会的存在意義 

「互いの尊厳を認め、互いを生かしあえる愛に基づく社会をつくる。」 

 

３ 学校法人の沿革 

1889年(明治22年) 名古屋市東区堅杉ノ町54に女学専門冀望館を創立 

1890年(明治23年) 校名を私立金城女学校と改称 

1927年(昭和2年) 財団法人金城女学校設立と専門学校令による専門学校設置認可 

 校名を財団法人金城女子専門学校と改称 

1929年(昭和4年) 私立金城女学校を金城女子専門学校附属高等女学部と改称 

1947年(昭和22年) 新学制による金城学園中学校設立 金城学院と改称 

1948年(昭和23年) 金城学園中学校を金城学院中学校と改称 

 金城学院高等学校設置 

1949年(昭和24年) 金城学院大学英文学部英文学科設置 

1950年(昭和25年) 金城学院大学に短期大学部文科・家政科を設置 

1951年(昭和26年) 学校法人金城学院に組織変更 

1954年(昭和29年) 金城学院大学英文学部を文学部と改称、英文学科・国文学科を設置 

1962年(昭和37年) 金城学院大学文学部に社会学科を設置 

 金城学院大学に家政学部家政学科を設置 

1966年(昭和41年) 金城学院大学家政学部に児童学科を設置 

 金城学院大学短期大学部に保育科を設置 

1967年(昭和42年) 金城学院大学に大学院文学研究科英文学専攻修士課程を設置 

1968年(昭和43年) 金城学院大学大学院文学研究科に国文学専攻修士課程を設置 

1972年(昭和47年) 金城学院幼稚園を設立 

1988年(昭和63年) 金城学院大学大学院文学研究科に社会学専攻修士課程を設置 
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1992年(平成4年) 金城学院大学短期大学部家政科食物専攻・家政科被服専攻を生活学科

食物専攻・生活学科生活造形専攻に名称変更 

 金城学院大学家政学部に生活経営学科を設置 

1993年(平成5年) 金城学院大学大学院文学研究科に博士課程後期課程を設置 

1995年(平成7年) 金城学院大学に人文社会科学研究所・消費生活科学研究所・キリスト 

 教文化研究所を設置 

1996年(平成8年) 金城学院大学大学院に人間生活学研究科修士課程を設置（消費者科学 

 専攻・人間発達学専攻） 

1997年(平成9年) 金城学院大学に現代文化学部国際社会学科・情報文化学科・福祉社会 

 学科を設置 

 金城学院大学文学部に言語文化学科を設置 

 金城学院大学文学部社会学科、金城学院大学短期大学部文科国文専攻 

 ・文科社会専攻は学生募集を停止 

1998年(平成10年) 金城学院大学文学部国文学科を日本文学科に名称変更 

1999年(平成11年) 金城学院大学大学院人間生活学研究科に博士課程後期課程を設置 

 （人間生活学専攻） 

2000年(平成12年) 金城学院大学短期大学部文科英文専攻を英語科に名称変更 

2002年(平成14年) 金城学院大学に人間科学部現代子ども学科・心理学科社会心理学専

攻・心理学科臨床心理学専攻・芸術表現療法学科を設置 

 金城学院大学家政学部を生活環境学部に名称変更し、環境デザイン学

科・食環境栄養学科を設置、生活経営学科を生活環境情報学科に名称

変更 

 金城学院大学文学部日本文学科を日本語日本文化学科に、英文学科を

英語英米文化学科に名称変更 

 金城学院大学家政学部家政学科・児童学科、金城学院大学短期大学部

英語科・生活学科（食物専攻・生活造形専攻）・保育科は学生募集を

停止 

2003年(平成15年) 金城学院大学短期大学部を閉学 

 金城学院中学校・高等学校を中高一貫教育に移行 

2005年(平成17年) 金城学院大学に薬学部薬学科を設置 

2006年(平成18年) 金城学院大学薬学部薬学科を6年制に移行 

2009年(平成21年) 金城学院大学文学部言語文化学科を外国語コミュニケーション学科に 

 名称変更 

 金城学院大学人間科学部芸術表現療法学科を芸術・芸術療法学科に名 

 称変更 

2010年(平成22年) 金城学院大学生活環境学部生活環境情報学科を生活マネジメント学 

 科に名称変更 

 金城学院大学現代文化学部福祉社会学科をコミュニティ福祉学科に名 

 称変更 
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2011年(平成23年) 金城学院大学人間科学部に多元心理学科を設置 

 金城学院大学人間科学部心理学科社会心理学専攻・心理学科臨床心理 

 学専攻は学生募集を停止 

2012年(平成24年) 金城学院大学に国際情報学部国際情報学科、人間科学部コミュニティ 

 福祉学科を設置 

 金城学院大学現代文化学部国際社会学科・情報文化学科・コミュニテ 

 ィ福祉学科は学生募集を停止 

2013年(平成25年) 金城学院大学文学部に音楽芸術学科を設置 

 金城学院大学人間科学部芸術・芸術療法学科は学生募集を停止 

2015年(平成27年) 金城学院大学KIDSセンター開設 

2018年(平成30年) 金城学院大学女性みらい研究センター開設 

2019年(平成31年) 金城学院大学人間科学部現代子ども学科を現代子ども教育学科に名 

 称変更 

2022年(令和4年) 金城学院大学大学院に薬学研究科博士課程を設置 

 金城学院大学に看護学部看護学科を設置 

 

４ 設置する学校・学部・学科等 

設置する学校 学部等 学科等 

金城学院大学 

大学院 

文学研究科 

人間生活学研究科 

薬学研究科 

文学部 

日本語日本文化学科 

英語英米文化学科 

外国語コミュニケーション学科 

音楽芸術学科 

生活環境学部 

生活マネジメント学科 

環境デザイン学科 

食環境栄養学科 

国際情報学部 国際情報学科 
グローバルスタディーズコース 

メディアスタディーズコース 

人間科学部 

現代子ども教育学科 

多元心理学科 

コミュニティ福祉学科 

薬学部 薬学科 

看護学部 看護学科 

金城学院高等学校  普通科 

金城学院中学校   

金城学院幼稚園   
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５ 学校・学部・学科等の学生数の状況           （2025年5月1日現在） 

学校名 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

金城学院大学大学院 

（修士・博士合計） 

文学研究科 21 5 48 19 

人間生活学研究科 19 18 41 29 

薬学研究科 2 3 8 7 

小  計 42 26 97 55 

金城学院大学 

文学部 285 153 1,140 760 

生活環境学部 230 157 920 863 

国際情報学部 170 104 700 553 

人間科学部 305 190 1,250 1,000 

薬学部 150 165 900 922 

看護学部 100 117 400 433 

小  計 1,240 886 5,310 4,531 

金城学院高等学校 320 314 960 922 

金城学院中学校 320 322 960 980 

金城学院幼稚園 ― 51 175 128 

合  計 1,922 1,599 7,502 6,616 

 

６ 収容定員充足率                       （毎年度5月1日現在） 

学校名 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

金城学院大学大学院 

（修士・博士合計） 

文学研究科 54.2% 45.8% 39.6% 45.8% 39.6％ 

人間生活学研

究科 
70.7% 61.0% 51.2% 43.9% 70.7％ 

薬学研究科 ― 100.0% 100.0% 83.3% 87.5％ 

小  計 61.8% 53.8% 47.3% 47.4% 56.7％ 

金城学院大学 

文学部 104.4% 97.0% 88.5% 79.6% 66.7％ 

生活環境学部 102.4% 103.4% 101.7% 101.2% 93.8％ 

国際情報学部 102.9% 99.9% 95.4% 88.0% 79.0％ 

人間科学部 99.4% 95.6% 94.9% 89.4% 80.0％ 

薬学部 98.0% 103.2% 99.9% 102.4% 102.4％ 

看護学部 ― 108.0% 103.0% 105.7% 108.3％ 

小  計 104.1% 99.6% 96.0% 92.3% 85.3％ 

金城学院高等学校 99.2% 97.6% 97.1% 95.8% 96.0％ 

金城学院中学校 102.4% 101.5% 101.0% 102.1% 102.1％ 

金城学院幼稚園 85.1% 77.7% 76.6% 75.4% 73.1％ 

合  計 100.3% 98.4% 95.7% 93.1% 88.2％ 
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７ 役員の概要 

定員数：理事11名・監事2名              （2026年6月22日現在） 

職名 氏 名 
常勤・ 

非常勤 

業務執行・ 

非業務執行 
主な現職等 就任年月日 

理事長 小室 尚子 常勤 業務執行 
金城学院理事長 

金城学院大学長 
2025.5.26 

理事 長屋 頼子 常勤 業務執行 
金城学院中学校長 

金城学院高等学校長 
2026.4.1 

理事 児玉  芽 常勤 業務執行 金城学院幼稚園長 2021.3.29 

理事 橋本 哲司 常勤 業務執行 金城学院事務局長 2025.5.26 

理事 高野 祐二 常勤 業務執行 金城学院大学教授 2021.3.29 

理事 古寺  浩 常勤 業務執行 金城学院大学教授 2025.5.26 

理事 渡辺 恭子 常勤 業務執行 金城学院大学教授 2025.5.26 

理事 原田  望 常勤 業務執行 
金城学院大学 

大学運営推進部担当部長 
2024. 4. 1 

理事 林 小夜子 非常勤 非業務執行 金城学院同窓会長 2023.5.29 

理事 升家 誠司 非常勤 非業務執行 
中部日本放送株式会社 

代表取締役社長 
2025.5.26 

理事 田口 博之 非常勤 非業務執行 
日本基督教団 

名古屋教会牧師 
2024. 4. 1 

監事 中村  隆 非常勤 非業務執行 
公益財団法人 名古屋Ｙ

ＭＣＡ総主事/代表理事 
2021.3.29 

監事 三口 大登 非常勤 非業務執行 
ナゴヤホカンファシリテ

ィーズ㈱ 代表取締役社長 
2025.5.26 

 
（注）本法人は、全役員を被保険者として、役員賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しております。当該保険により、被保険者が負担することになる第三者訴訟及び
法人訴訟において発生する争訟費用及び法律上の損害賠償金について、故意または
重過失等、支払いの対象とならない場合を除き填補することとしております。 
なお、保険料については、全額法人負担としております。 

 

   前年度計算書類の承認後の退任役員 

職名 氏 名 
常勤・ 

非常勤 

業務執行・ 

非業務執行 
退任年月日 

理事長 戸苅 創 常勤 業務執行 2025.5.26 
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理事 川瀬正裕 常勤 業務執行 2025.5.26 

理事 大石幼一 非常勤 非業務執行 2025.5.26 

理事 安藤 剛 常勤 業務執行 2025.5.26 

理事 野々垣愼治 常勤 業務執行 2026.3.31 

 

８ 評議員の概要 

定員数：13名                    （2026年6月22日現在） 

氏 名 主な現職等 就任年月日 

横山 良樹 日本基督教団半田教会牧師 2021.3.29 

師  真澄 金城学院高等学校副校長 2023. 4. 1 

三田 綾子 金城学院中学校副校長 2026.4.1 

洛 雲 海 金城学院 宗教総主事 2026.4.1 

富塚 一朗 金城学院大学 学生支援部長 2022. 4. 1 

飯田 要子 金城学院みどり野会 前会長 2021.3.29 

加納眞知子 元金城学院幼稚園長 2021.3.29 

鹿島香也子 金城学院みどり野会 前副会長 2026.4.1 

鮎川  潤 関西学院大学名誉教授 2021.3.29 

稲垣 隆一 稲垣隆一法律事務所 所長 2025.5.26 

山中 隆生 前社会福祉法人愛知三愛福祉会施設長 2024. 4. 1 

加藤 幹夫 日本基督教団阿漕教会牧師 2024. 4. 1 

小林  光 日本基督教団熱田教会牧師 2021.3.29 

 
 
９ 会計監査人の概要 
名 称：岩瀬博之公認会計士事務所  氏 名：岩瀬 博之 
就任年月日：2025.5.26       定員数：１名 
本法人は、私立学校法第92条に基づき、会計監査人の責任について、理事会の決議により法
令の定める範囲内で免除することができる旨を寄附行為に定めている。 

 
10 理事選任機関の概要 
理事選任機関の名称：評議員会 
理事の選任方法：理事は、寄附行為の定めに基づき、評議員会において選任する。 

 

11 教職員の概要 

本法人の2025年5月1日付の教職員数は、次のとおりであった。 

区分 本 部 
金城学院 

大学 

金城学院 

高等学校 

金城学院 

中学校 

金城学院 

幼稚園 
計 

教
員 

専任 0 231 52 44 8 335 

兼任 0 362 22 20 15 419 

職
員 

専任 3 95 7 5 1 111 

兼任 0 53 4 2 1 60 
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Ⅱ 事業の概要 

 

１ 主な教育・研究の概要 

（１）教育と研究の目的 

■法人の教育目的 

この法人は、福音主義のキリスト教に基づき、かつ教育基本法及び学校教育法並び

に私立学校法に従い、教育事業を行なうことを目的とする。 

   ■大学院の教育目的及び研究目的 

本大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて、広く文化の進

展に寄与することを目的とする。 

   ■大学の教育目的及び研究目的 

本学は、福音主義のキリスト教に基づき、学校教育法にのっとり、女性に広く知識

を授けると共に、深く専門の学芸を教授研究し、もって真理と正義を愛し、世界の平

和と人類の福祉に貢献する人物を養成することを目的とする。 

   ■高等学校の教育目的 

本校は、福音主義のキリスト教に基づき、教育基本法、学校教育法及び私立学校法

に従い、女子に必要な高等普通教育を施すことを目的とする。 

   ■中学校の教育目的 

本校は、福音主義のキリスト教に基づき、教育基本法、学校教育法及び私立学校法

に従い、女子に必要な中等普通教育を施すことを目的とする。 

   ■幼稚園の教育目的 

金城学院幼稚園は、福音主義のキリスト教の信仰に基づき、教育基本法の精神に則

り、学校教育法及び私立学校法に従い、幼児を保育し適切な環境を与えて、その健全

な心身の発達を助長することを目的とする。 

 

（２）大学の3ポリシー 

■ディプロマ・ポリシー（学位授与方針） 

本学では、建学の精神を踏まえた教育目標の実現を目指し、次の資質・能力を身に

つけ総合的に活用できる学生に学位を授与します。 

1 知識・理解 

① 多様な文化を理解すると共に、豊かな人間性を支える教養と深い専門的知識を身に

つけている。 

2 汎用的技能 

② 情報を適正に収集・分析し、色々な角度から論理的に考えることで問題を発見し、

解決を図ることができる。 

③ 日本語をはじめ外国語や種々の表現方法を修得し、多様な人々とコミュニケーショ

ンをとることができる。 

3 態度・志向性 

④ 自らを律し、他者と協働して目標の実現のために行動できると共に、向上心を持っ

て学び続けることができる。 
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⑤ 福音主義キリスト教に基づいた倫理観により、隣人のため社会のために主体的に行

動し、貢献することができる。 

4 統合的な学修経験と創造的思考力 

⑥ これまでに修得した知識・技能・態度等を総合的に活用して、新たな課題に取り組

むことができる。 

 

■カリキュラム・ポリシー（教育課程編成方針） 

本学では、建学の精神を踏まえた教育目標の実現を目指し、学生が卒業認定・学位

授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げる資質・能力を獲得できるように、共通

教育科目、専門教育科目及びその他必要とする科目を順次性を考慮して体系的に配置

し、講義、演習、実験、実習及び実技を適切に組み合わせたカリキュラムを編成しま

す。課程表の他に、カリキュラムの体系性を示すカリキュラム・マップ及びカリキュ

ラム・ツリー、科目間の関連や科目内容のレベルを表現する科目分類番号制を採用

し、カリキュラムの構造を分かりやすく示します。教育内容、教育方法、評価につい

て次のように定めます。 

1 教育内容 

① 共通教育科目では、学生が福音主義のキリスト教に基づき、豊かな人間性を支える

知識・技能、汎用的技能・能力、態度・志向性の基礎を身につけられるようにしま

す。共通教育科目は、建学の精神に基づく「金城アイデンティティ科目」、本学の教

育の核である英語教育及び外国語教育、キャリア教育からなる「金城コア科目」、幅

広い教養を身につける「金城展開科目」の下、授業を編成します。 

② 初年次教育では、学生が効果的に大学で学修し順調な学生生活を送るために、高校

から大学の学びに円滑に移行できるようにします。共通教育科目における初年次教

育では、学部学科の枠を超えて学問や大学教育全般に対する動機づけを図ります。 

専門教育科目における初年次教育では、学科の専門性を踏まえた種々の表現方法の

スキル向上、多角的に考える力の向上を図ります。 

③ 専門教育科目では、学生が専門分野の知識・技能を身につけることを通じて、ディ

プロマ・ポリシーに掲げる資質・能力を獲得できるようにします。専門分野の体系

性に基づき、適切な内容の授業を編成します。 

④ 学生が専門教育科目を中心とする教育内容を総合化し活用できるように、卒業年次

に卒業研究等を実施します。 

2 教育方法 

⑤ 講義科目においては履修者上限人数を原則120名とし、アクティブ・ラーニング等

を取り入れた教育方法を実施します。 

⑥ 演習科目においては、少人数できめ細やかな指導を実践し、ディープ・アクティ

ブ・ラーニング等を取り入れた教育方法を実施します。 

⑦ 実験・実習及び実技科目においては、知識や技能を身につけ、思考力を養うプログ

ラムを編成して実施します。 

⑧ 全ての授業科目において授業時間外学修を課し、学生の学修成果を高めるようなフ

ィードバックに努めます。 
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⑨ アドバイザー制度により、学生情報を活用しながらアドバイザー教員が学生一人ひ

とりと面談し、学修支援をはじめ学生生活全般に関する助言を行います。 

3 評価 

⑩ 本学では、学生がディプロマ・ポリシーに掲げられた資質・能力及びこれらの総合

的な活用力を確実に身につけられるように、大学レベル、学科レベル、学生レベル

で評価を実施します。 

⑪ 学修成果の評価の公平性と透明性を確保するために、達成すべき質的水準及び具体

的な実施方法などに関する学修成果の評価方針（アセスメント・ポリシー）を別に

定めます。 

 

■アドミッション・ポリシー（入学者選抜方針） 

本学は、建学の精神を踏まえた教育目標を尊重し、卒業認定・学位授与の方針(ディ

プロマ・ポリシー)に定める資質・能力を身につけ、総合的に活用できることを強い意

志を持って達成しようとする学生を求めます。そのため入学者に対しては教育課程編

成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー)に定める教育を受けるために必要な次の学力

の３つの要素を備えていることを期待しています。また、適正に学生を選抜して受け

入れるように、多様な入試選抜方法を実施します。 

1 知識・技能 

① 高等学校の教育課程を幅広く学修し、修学に必要な基本的な知識・技能を身につけ

ている。 

② 高等学校の教育課程で学修した内容のうち、入学を希望する学科の専門分野に関わ

りのある教科について深い知識・技能を身につけている。 

2 思考力・判断力・表現力 

③ 入学までに学修した知識・技能を生かした思考力・判断力・表現力の基礎を身につ

けている。さらに入学を希望する学科の専門分野の課題を探究し、得たものを種々

の方法で表現する意欲を持っている。 

3 主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度 

④ 自らを律し、専門性を身につけ、多様な人々と協働して隣人のため社会のために主

体的に行動し、貢献するという目的意識を持っている。 
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（３）高校の3ポリシー 

■グラデュエーションポリシー 

本校は、卒業時に次のような資質・能力を身につけていることを期待します。 

1 高等教育機関での学びへ円滑に適応するために必要な基礎知識を習得している。 

2 教科学習及び特別教育活動へ主体的に参加することができる。 

3 知識を活用して科学的に思考し、表現し、協働することができる。 

4 将来の自分や社会に対して希望を描き、行動することができる。 

 

■カリキュラム・ポリシー 

本校のカリキュラムは、社会に参画し、主体的に生きる女性に必要な力をつけるこ

とができるようにデザインされています。生徒は、聖書に基づいたキリスト教教育で

Dignity（人間の尊厳）を大切にする生き方を学びます。この普遍的な価値を礎とし

て、教科の学びをはじめとする様々な教育活動で、「科学的思考」「表現」「協働」の3

つの力を身につけます。生徒は全ての教育活動に主体的に参加し、貢献することが期

待されます。 

 

■アドミッション・ポリシー 

本校は、国際的な視野をもって、社会に参画し、主体的に生きる女性の育成を目標

としています。この教育目標に共鳴し、主体的に学ぶ意欲のある生徒を求めます。主

体的に社会に参画するために必要な、「知識を活用して科学的に思考する力」「論理的

に表現する力」「他者と協働する力」を本当に身につけたいと思う強い意志をもった生

徒を、本校は歓迎します。 

1 四科入試 

国語・算数・理科・社会の4教科について、思考力・判断力・表現力を備えた生徒

を求めます。 

2 英語利用入試 

国際的な視野を持ち、英語を使い自分の考えを発信できる生徒を求めます。 

3 思考力入試 

科学的思考プロセスを楽しみ、粘り強く考え、論理的に表現できる生徒を求めま

す。 
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２ 中期計画に基づく2025事業計画の進捗・達成状況 

 

金城学院大学 

 

中期計画（2025 年度〜2029 年度）の初年度として、5 つのアクションプランに基づき活

動を展開した。教育改革では学科 DP 対応ルーブリックの整備や数理・AI教育プログラムの認

定を実現した。成長支援ではアドバイザー制度の検証やキャリア支援を強化し、社会連携では地

域課題への協働や高大接続事業を拡充した。環境面では BYOD 導入に伴う学習環境整備を推

進。基盤再構築では、戦略的広報や入試改革により、安定的な入学者確保とブランド再構築に注

力した。教学の PDCA を運用し、目標達成に向けた最大限の努力を重ねた一年とすることがで

きた。 

 

（１） 教育改革の推進 

１ 学修者本位の教育の推進 

① 学修成果の把握と可視化 

学科 DP に対応したルーブリックの作成や運用体制の整備が全学的に推進された。

2026 年度からの本格導入に向けた説明会の実施やシステム準備が完了している。IR 室

による PROG テストの経年分析結果は全学で共有され、教学の質向上に活用された。

また、次期認証評価基準に基づく内部質保証体制の検証と改善項目の整理が実施され

た。 

② アクティブ・ラーニングの充実 

外部試験の活用やルーブリックによる汎用的技能の評価が実施された。多くの学科で

TOEIC 等の目標スコア達成に向けた指導が行われ、学修成果の可視化が図られた。ま

た、コミュニケーション能力等の非認知スキルについても、プロジェクト型演習を通じ

た自己評価の集計・分析が行われ、教育改善に活用された。 

③ ICT を活用した学びの充実 

臨地実習支援システムの運用や LMS を活用した指導体制の整備が進められた。情報

リテラシーに関する FD研修会が開催され、実習における SNS 等の適正利用や情報管

理能力の育成が図られた。各学部では ICT活用の課題を収集し、次年度に向けた環境整

備やマニュアルの検討が組織的に行われた。 

④ 教学マネジメント体制の推進 

長期休暇中の総復習講義や再試験前の学習支援が強化された。学生の学修状況をきめ

細かく把握する体制が整えられ、単位取得率の向上や退学防止に向けた組織的な介入が

実施された。また、学生自治活動への支援を通じて、学生の主体性を引き出す教育環境

の充実が図られた。 

⑤ 数理・データサイエンス・AI に関する教育の推進 

「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム」が国の公募で認定され、教育制度と

して確立された。学びの可視化を目的としたオープンバッジ制度の導入に向け、システ

ムの準備やデザイン検討が着実に行われた。これらを通じ、全学的な数理・AI 教育の基

盤整備と、修了認定を通じた社会への浸透に向けた取り組みが進展した。 

２ 文理横断・文理融合教育の推進 
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① 学部・学科を超えた文理横断・文理融合教育の推進 

学部・学科を超えた文理横断科目の開講に向け、授業概要の決定や担当教員の調整等

の準備が整った。地域連携を必要とする授業を円滑に実施するため、学内外の相談窓口

が明確化され、外部機関との連携協定締結も推進された。他学科や外部団体と協働した

イベント出展も行われ、学生に実践的な学びの機会が提供された。 

３ グローバル化への対応 

① 日本語教育プログラムの整備と充実 

 日本語教育プログラムについて、新制度の国家資格に対応したカリキュラム整備が完

了した。4 年次生を中心に単位取得に向けた履修が進められており、社会に求められる

日本語教員の養成に向けた教育基盤が確立された。次年度以降は、資格取得者の輩出と

プログラムのさらなる充実に向けた取り組みが継続される。 

② 海外留学への取り組み強化 

留学希望者に対し JSAF説明会が年 2 回実施され、周知活動が継続された。海外留

学プログラムの質保証のため、派遣学生が所属する学科との連携が強化され、帰国後の

報告レポート作成指導や情報発信の体制が整備された。学生の多様なニーズに応じた、

きめ細かな留学相談や支援のあり方が、全学的に検討されている。 

③ 特定科目でのグローバル化対応 

 専門科目において、英語論文の読解指導や紹介方法の指導が計画通り実施された。海

外データベースの使用方法に関する指導や、インターネットを活用した英語講演の聴講

を通じ、学生の国際意識と情報収集能力の向上が図られた。大学院教育においても、高

度な専門性とグローバルな視点の修得が、各専攻で着実に進展した。 

④ 留学生の受け入れ体制の向上 

 既存および新規の協定校からの留学生受け入れが大幅に増加し、体制の拡充が図られ

た。個別面談による学修状況の把握を徹底した結果、高い単位取得率が維持された。留

学生による活動報告を多言語で発信するなど、学内の国際交流の活性化や、留学生の成

長を可視化する取り組みが積極的に推進された。 

⑤ 外国にルーツをもつ学生の支援体制の強化 

外国にルーツを持つ学生へのヒアリングを通じた課題整理や、アドバイザーによるき

め細かな個別面談が実施された。履修登録や授業課題への継続的な指導により、修得単

位数の増加や GPA の上昇といった学修成果の向上が見られた。また、大学院生の研究

発表支援など、学生の背景に応じた多角的な支援が行われた。 

⑥ 教育研究の国際連携の拡大 

海外大学との交流を促進するため、COIL 型授業の導入に向けた準備が進められた。

生成 AI を用いたライティング指導の実践例を FD会議で共有するなど、最先端技術と

国際連携を融合させた教育手法の検討が行われた。次年度からの本格的な国際共同学習

の実施に向け、学内方針の確認や通信環境の整備が進展した。 

４ 研究力の向上 

① 外部研究費獲得の奨励と申請支援体制の整備 

外部資金獲得を奨励するため、科研費申請支援セミナーや獲得講座が複数回実施され

た。経験豊富な教員による助言や学内ピアレビュー体制の整備により、申請件数は前年
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度を上回る成果を上げている。受講率の把握など次年度への課題も整理されたが、全学

的に研究支援体制の充実と獲得に向けた意識改革が推進された。 

② 学内助成と特別研究期間制度の充実 

学内研究助成制度の充実や、助成後の成果公表を促進する仕組みの検討が行われた。

研究成果の社会還元を目的とした講演会の開催準備が進められ、研究支援体制の基盤強

化が図られた。教員の研究意欲向上に向けた助成制度の活用状況の把握や、次年度に向

けた改善案の整理が全学レベルで遂行された。 

③ 研究マネジメント体制の推進 

学認の導入による学外からのデータベースアクセス環境の拡充や、研究データ管理ポ

リシーの策定が進められた。研究倫理に関する情報共有が学科会議等で行われ、特に子

どもを対象とした調査における倫理審査の手続き等が周知された。デジタル化の進展に

対応した職員研修も実施され、研究管理体制の質が向上した。 

④ 研究活動の推進と研究成果の社会還元 

 教員および大学院生による学会発表や学術論文の投稿が活発に行われ、多くの成果が

公表された。研究プロジェクトで得られた知見は公開講演会や SNS 等を通じて広く社

会へ発信され、学術文化の進展に寄与した。専攻ごとの発表会や他大学との交流を通

じ、研究力の向上と成果の社会還元が組織的に推進された。 

 

（2） 学生の成長支援 

１ 学生の成長を支援する体制の整備 

① アドバイザーによる支援体制の整備 

 アドバイザー制度の検証のため全学的なアンケートが実施され、得られた意見が支援

体制の改善に活用された。障がいのある学生への合理的配慮に関する満足度調査では、

83%の学生が満足と回答した。各学科では面談の徹底や記録の共有を通じ、学生の就

学状況や生活面に配慮した組織的で手厚い学生支援が展開された。 

② 就職支援の充実 

 キャリア支援体制の強化により、相談後の就職内定率は高い水準を維持した。図書館

での情報収集講習会の開催や、専門性を活かした就職データベースの活用が進められ

た。低学年からのガイダンス実施や学会参加の奨励、卒業生との交流会を通じ、早期か

らのキャリア意識醸成と情報収集能力の向上が、全学的に図られた。 

③ 学習サポートセンターによる支援体制の整備 

学習サポートセンターのあり方についてワーキンググループで検討が重ねられ、支援

体制の最適化が図られた。アドバイザー以外の教員による面談を随時受け付ける体制の

整備や、学科間での学生情報の共有化が進展した。これにより、学生の多様な悩みに応

じる組織的で重層的な学生支援体制の構築が推進された。 

④ 組織横断的な学生支援体制の整備 

 史料館と図書館の連携による展示や、専門教育の成果物を活用した展示会が実施され

た。大学院生の研究室における統計ソフトのアップデートなど、教育環境の高度化も進

められた。組織横断的な取り組みを通じて、学生の学びを支えるハード・ソフト両面で

の支援が進み、学修意欲を刺激する環境が整えられた。 
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（3） 社会連携の推進 

1 地域社会との連携および産官学連携による教育の推進 

① プロジェクト科目実施の体制整備 

企業や地方公共団体、NPO 等との連携によるプロジェクト科目の実施体制が整備さ

れた。研究推進・地域連携センターとの役割分担の明確化や、FD 報告会等での活動情

報の共有が進んだ。次年度からの本格運用に向け、カリキュラムの強化と、安定的かつ

継続的な協力体制の構築が進められている。 

② 産官学の共同研究の推進 

企業や自治体、NPO 等と連携したプロジェクト型授業が多数実施され、その成果が

ホームページ等で公表された。専門性を活かした共同研究や、地域社会の課題解決に向

けた実践的な活動が活発に行われた。これらの取り組みを通じて、産官学連携による教

育体制の強化と、学生の実践的なスキルの修得が図られた。 

③ 近隣公共文化施設との協働体制の強化 

大学コンソーシアムや近隣の公共文化施設との協力体制が強化され、市民向けのファ

ミリーコンサートや展示会が開催された。各部署との役割分担を明確化したことで、外

部機関との受入体制がスムーズになった。地域との双方向の交流が深まり、音楽や文化

を通じた多角的な社会貢献活動が着実に実施された。 

2 社会貢献活動の推進 

① 地域課題に対する協働体制の構築 

自治体と連携した子育て支援や高齢者向けランチ会など、多世代が交流する地域貢献

活動が活発に展開された。心理臨床相談室の研究会ではオンライン参加も導入され、専

門職の利便性が向上した。ボランティア協力体制の調査や周知活動を通じ支援体制が強

化され、活動の様子はHP や SNS で広く発信された。 

3 地域社会のニーズにあった教育の提供 

① 地域社会のニーズにあった教育の提供 

地域のサイエンスイベントへの出展や、自治体と連携したまちづくりプロジェクトで

の学生の活躍が目立った。専門知識を地域社会に提供する講座や相談活動が継続的に行

われ、地域住民の満足度も高い結果となった。社会のニーズに即した教育活動を通じ

て、大学の知的資源の社会還元が組織的に推進された。 

② リカレント教育および生涯教育プログラムの開発と充実 

 修了生や専門職を対象としたリカレント教育が充実し、心理療法や音楽療法等の多彩

な研究会が複数回開催された。オンライン参加の導入により利便性が向上し、延べ参加

者数も目標を達成した。社会人の再学習のニーズに応えるプログラムの開発が進み、卒

業後も継続的に学べる環境の構築が大きく進展した。 

4 高大連携活動の拡大と深化 

① 入学前プログラムの拡大と深化 

 重点校や提携校の拡充が進み、バスツアーや高大接続型推薦入試の導入により高校生

との接点が強化された。合格者向けの対面プログラムやスクーリングが実施され、入学

前の不安解消や学修意欲の向上が図られた。参加者の満足度は非常に高く、早期からの

大学理解と帰属意識の醸成に一定の成果を上げた。 

② 高校生を対象とした教育プログラムの拡大 
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 高校生対象プログラムの満足度調査が行われ、内容の充実が図られた。出前授業や中

高合同の演奏会、大学院生による中間発表会などが実施され、本学の学びを体験できる

機会が提供された。広報資材の刷新により説明会への参加者も増加し、本学の魅力発信

と高大接続の強化が積極的に推進された。 

5 同窓会との連携の強化 

① 卒業生との繋がりの強化 

     ホームカミングデイや卒業生の集いが開催され、多くの卒業生が来学し交流を深め

た。実社会で活躍する卒業生を招いた実習報告会やキャリア懇談会が実施され、在学

生のキャリア形成支援に寄与した。リカレント教育の案内を強化する HPリニューア

ルなど、継続的な繋がりを維持するための多角的な施策が進められた。 

② 教育研究における卒業生との連携 

 教育研究における卒業生との連携強化に向け、社会で活躍する卒業生を招いた「卒業

生の集い」や講演会の開催が決定された。卒業生が持つ専門的知見を在学生に還元する

体制の整備が進められ、キャリア支援との連動も図られた。同窓会との継続的な協力関

係のもと、教育研究の質を高めるネットワークが構築された。 

 

（４） 環境の活用 

1 環境を活用した総合的な教育の実現 

① 学生と教職員の協同による環境活用の推進 

 BYOD の進展に伴い PC ルーム削減計画が策定され、教育環境の再整備が行われ

た。履修者数に応じた教室配当の適正化により、光熱費削減に向けた運用が開始され

た。また、図書館での学生制作物展示や、キャンパス内の里山・植物園の活用など、教

育施設を最大限に活かした総合的な教育活動が積極的に展開された。 

2 学びあうための学習環境の整備 

① 学生が主体的に学べる場の構築 

自習室や専門実習室の再整備が行われ、学生が主体的に学べる場が拡充された。ヤマ

ハグレード試験等の外部検定の会場としても積極的に活用され、学生の研究・練習意欲

が喚起された。アンケート等で学生のニーズを把握し、施設の利用率向上や利便性の改

善を図るなど、学習環境の最適化が各所で推進された。 

3 ICT 教育環境の整備 

① BYOD 型学習環境の整備 

 BYOD の進展により、LMS（manaba）を活用した授業の割合が目標の 9 割を超え

るなど、デジタル教材の活用が定着した。学内ネットワーク環境の点検や、学生の PC

利用に関するトラブル対応体制の整備も随時行われた。ICT を日常的に使いこなす学習

環境が整い、ハイブリッドな学びのデザインが進展した。 

② 効果的な遠隔授業の運用 

 効果的な遠隔授業の運用に向け、実施要領の策定やマニュアルの整備が完了した。

PC ルームの遠隔授業向け環境整備が進められ、対面とオンラインを効果的に組み合わ

せる体制が整った。教員間での好事例の共有を通じて学びの質の向上が図られ、多様な

メディアを高度に活用した授業運営の基盤が確立された。 

③ LMS を活用した学びのデザイン 
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 manaba や Microsoft 365 等の LMS の効果的な利用に向け、マニュアルの更新や

活用事例の情報共有が行われた。大学院教育ではオンライン会議システムを活用した外

部機関とのカンファレンス参加が実現し、ICT を駆使した学びのデザインが進展した。

また、ボランティア情報の LMS 掲載を通じ、学生の活動機会の拡大が図られた。 

 

（5） 基盤の再構築 

 １ 総合教育の実現を通じた KINJO ブランドの再構築と社会への浸透 

① 総合的な教育の実現を通じた KINJO ブランドの再構築 

 ブランド再構築に向けて、SNS を通じた教育・研究活動の積極的な発信が行われ

た。専門職への高い就職率や国家試験合格率等の強みを戦略的に広報し、社会的な認知

度の向上が図られた。新たな学科イメージを確立するためのイベント開催や資材の刷新

が行われ、ブランドの社会への浸透が組織的に推進された。 

② 効果的な情報発信・広報活動 

 情報収集体制の整備により、大学 HP の記事掲載数や PR 活動が大幅に増加した。

Instagram や TikTok での継続的な発信により、教育・研究の成果や学生の活躍が社会

へ広く伝えられた。大学パンフレットの刷新やオープンキャンパスでの体験企画の充実

を通じ、ブランドの再構築と社会への浸透が組織的に推進された。 

２ 外部資金研究の推進 

① 外部資金研究の推進 

科研費等の外部資金獲得に向けた申請支援が強化され、多くの学科で申請率や獲得数

が増加した。間接経費の取得額も目標を達成するなど、研究基盤の財政的安定化が進ん

だ。研究成果の社会発信も活発に行われ、外部資金を活用した質の高い研究活動が全学

的に力強く推進された。 

３ 学生の受け入れの推進 

① 入学前プログラムの充実 

オープンキャンパスでの体験授業や対面式の入学前プログラムの充実により、歩留率

の向上に顕著な成果が見られた。参加者へのアンケートに基づき、受験生のニーズに合

致した魅力的なコンテンツを提供した。SNS での継続的な情報発信と相まって、安定

的かつ質の高い入学者確保に向けた施策が奏功した。 
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金城学院高等学校及び金城学院中学校 

 

スクールビジョン「社会に開かれた、わたしをつくるアトリエ」に基づき、中学から高校の 6

年間を通して、社会で活躍できる女性を育成するための教育を行った。特に、社会でも通用する

探究力の育成を図るために Dignity をはじめとし、行事、部活動で生徒が主体となって行うこと

を目指した。また ICT 教育では DX ハイスクールの採択によりデジタルラボ（教室）を設置す

ることができ、生徒の創造力を生かす環境が整った。生徒の多様な進路希望に応えるために

2027 年度高校入学生から導入する新カリキュラムの作成に取り組んだ。生徒の持っている力

を伸ばし、一人一人の夢の実現のために教育を行った。 

 

（１） 教育改革の推進 

① 生徒本位の教育の推進 

 高校では、生徒の学力を伸ばすため各教科で探究的な学びを取り入れた内容を行った。

文化祭や体育祭、修学旅行等の行事でも生徒が主体的に行動できるようにした。また、生

徒は部活動にも積極的に参加している。 

中学では、既習事項の定着を図るべく、５教科それぞれに補習や質問会、解説会などを

定期的に実施した。また、契約済みのWeb 学習ツールなどを利用するなど、基礎学力向

上を目指した取り組みを次年度にかけて検討、模索中である。 

② 探究活動の展開 

高校では、Dignity をはじめとする教科内で探究プログラムを実施した。また、学校外

で行われる探究プログラムに積極的に参加させた。 

中学では、Dignity 授業では全学年共通手法として SEE ラーニングを取り入れ、自己

に向き合い、内面を掘り下げることで探究に向かう素地作りをさせた。また、PBL 型の

授業にて課題解決能力の育成を図った。その他の教科指導においても、探究活動につなが

る取り組みを適宜盛り込んだ。 

③ ICT 活用とデジタル教育の推進 

高校では、2024 年度から採択された DX ハイスクール事業により整備した 3D プリ

ンターやレーザーカッターをデジタルラボ（特別教室）に設置し生徒たちが活用できるよ

うにした。生徒会や部の生徒たちが中心となり使用方法を学び、いろいろな作品を製作し

た。 

中学では、さまざまな教科指導において、個人端末を有効活用して教材提示、課題配信、

成果物提出を行った。９月からは３D プリンターをコンピュータ室に設置し、デジタル機

器の利活用を授業を中心にさらに推進しようと努めた。 

④ STEM 教育の推進 

高校では、生徒の中に多様な理系分野に進みたい生徒が増えてきたため、ICT 活用とと

もに理系の教科でそのニーズに対応するため補習授業を行った。 

中学では、教材の取り扱い、指導目標や指導内容の設定の仕方などにおいて、各教科の

指導場面でさまざまに工夫を凝らしたほか、探究系の単発型ワークショップなどを開催

して課題発見、解決につながる取り組みに意欲的に取り組ませた。 

⑤ 国際教育の推進 

高校では、イートンサマースクールや学校外の海外研修やオンラインによる国際交流
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プログラムに生徒を参加させた。また、本校に通いながらアメリカの高校の卒業資格を取

得できるデュアル・ディプロマプログラムに本校が加盟し、参加する生徒がいた。 

 中学では、英語授業時にオンライン英会話の外部プログラムを導入し、実践的なコミュ

ニケーション能力の育成を図った。例年通り、１１月、１２月には GTEC を受検させ、

４技能運用能力のアセスメントを行い、バランスよい技能の向上に努めさせた。 

⑥ カリキュラムマネジメントの推進 

高校では、生徒の多様な進路希望を実現するためコース制の再編成を行い、2027 年

度の高校入学生からカリキュラムを改変する。中学生とその保護者を対象に説明会を行

った。 

中学では、検証、研究のためのアプロ－チをどのように行い、管轄、組織をどのように

構築、運営していくのか、現在のところ未検討である。まず、その実行を見据えて計画を

立てることから着手をし、全体のコンセンサスを図っていく作業を進めていくことが必

要である。 

 

（2） 生徒の成長支援 

① 進路希望の実現 

高校では、大学の各学部学科の情報や金城学院大学の新学部学科の情報を生徒に伝え、

大学で学びたいことを見つけられるようにした。また、そのための学習についての説明

も行った。 

中学では、英語科と英語英米文化学科、家庭科と食環境栄養学科の連携企画など、特に

夏休みを中心に、中大連携の様々なプログラムを計画、実施した。また、Dignity では外

部の専門家や企業の担当者の助力を得て発表会を行うなど、学校外の社会とのつながり

を意識させる取り組みを行った。 

② キャリアデザイン教育の推進 

高校では、いろいろな職業の卒業生や外部の方を講師として迎え具体的な仕事の内容

を生徒に聞かせ、将来のなりたい自分を描き、その実現に向けて職業人生を設計できるよ

うな機会を作った。 

中学では、検証、研究のためのアプローチをどのように行い、管轄、組織をどのように

構築、運営していくのか、現在のところ未検討である。まず、その実行を見据えて計画を

立てることから着手をし、全体のコンセンサスを図っていく作業を進めていくことが必

要である。 

③ 教員の教育観の転換の推進 

高校では、夏に外部講師を招いた研修会をおこない、また校内の教員集団による様々な

ワークショップを行い、個々の教員の指導スキルの向上を図った。 

 中学では、Dignity 改革プロジェクトチームを中心として SEE ラーニングや NVC、

feel 度 walk の仕掛けを用いた探究学習の教授法の学びに着眼したワークショップを開

催し、指導スキルの向上に向けて取り組んだ。 

④ 不登校と相談室登校生徒の減少 

中学では、生徒支援会議の運用は従来通り、制度的、効果的に行っているが、課題とし

ている学年会との連携強化は具体的な実践にまでは今のところ至っていない。まず、その

実行を見据えて計画を立てることから着手をし、全体のコンセンサスを図っていく作業
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を進めていくことが必要である。 

 

（３） 社会連携の推進 

① ボランティア活動の推進 

 高校では、夏休みに参加するボランティアなど他者に奉仕することを通じて、社会貢

献意識や自己肯定感の涵養につながる体験を行うことができた。 

中学では、検証、研究のためのアプローチをどのように行い、管轄、組織をどのように

構築、運営していくのか、現在のところ未検討である。まず、その実行を見据えて計画を

立てることから着手をし、全体のコンセンサスを図っていく作業を進めていくことが必

要である。 

② 大学・企業・他の機関との連携プロジェクト 

高校では、「名大みらい」や金城学院大学とのコラボ企画など、大学や企業、その他団

体が主催する生徒向けのプロジェクトに参加するように勧め、多くの生徒が積極的に参

加した。 

中学では、Dignity の PBL の取り組みや理科の出前授業などの場面において、内外の

大学、企業とのコラボのプログラムを計画し、実践した。今後はアントレプレナーシップ

醸成に向けて、授業内外における効果的な仕掛けをどのように展開してプログラムに有

効に盛り込むべきなのか、検討、研究を重ねていく。 

 

（４） 環境の活用 

① 学習環境の整備 

高校では、受験生対象に授業後の補習を行い、授業後だけでなく夏休みなど生徒が休

みの時も自習室を利用した。 

中学では、探究活動に主眼をおいた参加任意のプログラムを外部機関、企業などとも

連携して実施した。また、教員主体となった教科ごとの基礎学力向上の取り組みにより、

基礎学力拡充を必要とする生徒のケアを制度的に施していく環境づくりの下地を作った。 

② ICT 教育環境の整備 

高校では、中学校入学時に購入したタブレットは４年も経つと使用に限界があるため、

ICT 教育に必要なパソコンを高校生一人ひとりに持たせるため機種選考や導入方法など

について検討した。今後も継続して検討する。 

中学では、教員各自貸与のノート PC のリプレイスメント作業を夏休み中に行い、利用

端末の作業環境の適正化を図った。新規に導入された３D プリンターの講習会を行い、

ICT 機器の利活用に向けて見識を深める機会を持った。今後のさらなる研究継続の布石

となった。 

 

（５） 基盤の再構築 

① 学校規模の適正化 

高校では、募集定員数の検討を進め、必要に応じて変更をしていくことができるよう、

準備を進める。そのために必要となる情報、資料を収集した。 

 中学では、入試における選抜性を高め、入学生徒の学力水準の向上を図るために、2027

年度以降の新入生の募集人員を 40 名減員することを決定し、内外に周知した。現行の入



22 

 

試制度の効果を検証し、今後の望ましいあり方を検討するための組織を中高で新規に立

ち上げた。 

② 広報活動 

高校及び中学では、学校案内も紙媒体のみでなくWeb でも見られるようにし発信を活

用した。説明会で在校生を参加させたりするなど、積極的に広報活動を行った。 
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金城学院幼稚園 

 

2025 年度もキリスト教保育連盟の定めた年主題「ともに」を中心に据えながらキリスト教

保育の実践に努めた。設立以来大事にしてきた「主体的な遊び」は多様な人間関係を育む異年齢

の関わりや長期間にわたるプロジェクト遊びを通してさらに深まり「自分たちで遊びを創り出

し、そこに新しい価値を見出し、仲間と協働していく力、それらを使って実際に行動する力」へ

繋がっている。手間暇のかかる教育であるが、新しいシステムを導入し園児情報を一括管理した

ことで事務作業時間の短縮や整理が実現、システムを使った新しい保護者支援も実施できるよう

になった。 

一人ひとりを大事にする丁寧な教育と同時に現代の保護者のニーズを見極めながら保護者支援

を実施していくことの重要性を確認した 1 年であった。 

 

（１） 教育改革の推進 

１ キリスト教主義に基づく園児本位の教育の推進 

① 園児、保護者、保育者がお互いに一人ひとりを大切に生かして育ちあうスクールモット

ー「愛され、育ちあう」教育のさらなる推進 

行事ごとの保護者アンケートを計画通り実施、各回とも回答を集約し、園の考え方の

コメントを付けて「アンケート特集」として保護者へフィードバックすることで「愛さ

れ、育ちあう」教育のさらなる推進に努めた。 

② キリスト教保育指針(2024 版)幼稚園教育要領(2018 改訂)に基づき「目に見えないも

の(自尊心、感情や行動のコントロール力、粘り強さ等の非認知能力)に目を注ぎ」「主体

的、対話的で深い学び」を実践する教育のさらなる推進 

毎月の職員会議において、月案、領域案を検討する折には全員で「キリスト教保育誌」

を読み合わせた。全員で読み合わせる事により、最新の保育情報などの共有、学びの深

まりにつながった。 

２ 領域横断的な力を育む幼児教育の推進 

① 学習指導要領の「生きる力」に関連する「健康」、「人間関係」、「環境」、「言葉」及び「表

現」の 5 領域をまたいで展開する主体的な遊びを中心とした教育の推進 

子どもたちの主体的な遊びは領域をまたぎ、重層的に展開していく。その遊びの時間を

教育の柱として毎日 1 時間から 1 時間半、保障し年間通して継続して取り組んだ。 

② 異年齢クラス編成で培う協同的な力としてのエージェンシーとして、遊びの中で自ら課

題を発見し仲間と共に「よりよい社会を自ら創り出すために責任を持って協同的に行動

する力(協同的な力としてのエージェンシー)」を育む異年齢クラス編成の教育の強化 

年間通して全職員がその日の保育記録を記入した。特にタイトルとコメントの表現を

工夫したエピソード記録を付けることで子どもの姿をどのようにとらえたかが浮かび

上がるように意識した。 

園の様々な事を子どもたち自身が話し合うクラスミーティングも年間通して実施、園

生活やクラスでの出来事に対して「自分が主人公である」という意識を持てるよう促し

た。 

③ 多様なひととの関わりの中で育つ力として、年齢や発達の特性の違いを持った子ども同

士だけではなく多様な立場のおとな（保育者、自分の保護者、友達の保護者、様々な専門
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領域の学生）や学院の中高生など多種多様な人々との関わりの中で、多面的に問題をと

らえる力を育む教育の推進 

様々な保育の場面（絵本の貸し出しや工作コーナーなど日常の保育中や各季節の行事

等）で保護者に「お手伝い父さん母さん」として参加していただき、子どもたちが多様な

立場の大人と関わる機会を持った。 

他にも地域の中高生の職場体験や学院の大学生のゼミ等の受け入れ等を通し、幅広い

年齢層と関わる経験を大事にした。 

④ 子ども主体の「プロジェクト・アプローチ」一つのトピックを子どもたち自身の発想によ

って長期にわたり皆で探求・追求・発展させていく活動による総合的な学びの推進 

ひとつのテーマを子どもたち自身が長期にわたり追求し探究しながら遊びを継続させ

る子ども主体の「プロジェクト・アプロ―チ」を大事にし、実践した。具体的には各

種の「おみせやさんごっこ」「ねこちゃんハウス」等でその姿が見られた。 

３ 国際理解を深めるための教育 

① 国際化した社会に対応できる人材を育てる 

外国籍の友達と日常的に関わる事により、子どもたちの世界は広がり、様々な国があ

ることへの理解も深まった。ロータリークラブを通しての高校生の留学生との交流は貴

重な体験であるが、時間が短い事が課題。今後は学院の国際交流センター等との交流の

機会を検討する。 

② 語学教育活動や大学留学生との交流 

「英語であそぼう」の課内の教育活動は年間通して実施された。年長児のキャロリング

に英語の歌を導入、指導を受ける等した。 

４ 幼児教育の質向上のための研究力の向上 

① 研究会、公開保育、園内・外研修への積極的参加 

予定した研修会には全て参加し、充実した学びの時となった。また他園からの見学者

も受け入れた。10 月には父母の会講演会で、名古屋市消費者センターの講師から「お金

の教育」について保護者とともに学んだ。 

② 保育理念の可視化と言語化 

入園説明会用のパワーポイントは 3 歳児だけではなく満 3 歳児入園希望者向けにも新

しく作成した。ドキュメンテーションは年間 40号を発行、保護者への掲示とともに

HP にて公開した。また国際情報学科の 4 年生による卒業制作としての動画シリーズ

「幼稚園探検隊」も新たに 9 本を公開し、園児の日常生活が可視化された。 

③ カリキュラムの検討、行事や保育内容の見直しや検討 

特別防災委員会を立ち上げ、今までの防災計画や防災リュックの中身についての見直

しを行った。 

初めて園庭で炊き出し訓練を実施、調理や食事提供を子どもたちと体験した。教職員

も大災害時の動きを確認、振り返り課題を発見することができた。今後も続けていきた

い。 

 

（２） 園児の成長支援 

１ 園児の成長を支援する体制の整備（教学面） 

① 主体的な遊びや生活を支援する環境や保育の在り方の検討 
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毎日のエピソード記録をもとに週 2 日、職員会議を実施。保育内容や子どもの理解に

ついて継続的に検討した。 

② 保護者と教員との連携強化 

年間通して降園後の園庭開放を週 4 日実施、保護者の保育参加も実施する中で保護者

との連携を深めた。 

個人懇談会も予定通り実施したほか、日常的に保護者の気持ちを受け止め、連携を取

るよう心掛けた。 

③ 小学校との接続、地域との連携 

今まで関係の薄かった小学校とも連携をとり、年長児の学校訪問や授業参観が実現し

た。また各学校からも教務主任や担当教諭が見学に来られ連携を深める事ができた。今

後もスムーズな就学を目指し、様々な連携を取っていく。 

④ 特別支援の体制の拡充 

年長児の支援児に関しては就学にあたり、リレーシート等を作成し丁寧な引継ぎを

行った。また小学校も主幹教諭、場合によっては教頭、校長先生等が来園、直接の引

継ぎを行う等、保護者の状況も含めた引継ぎを行った。 

各自治体の子どもの発達を統括する機関との連携も日常的に行った。今後も連携が

必要である。 

⑤ 個別支援記録(毎月作成)の活用と改善 

担当者が個別支援計画を作成、職員会議にて全員で検討した。全職員が共有すること

で多層的に支援を行う事ができた。 

２ 園児の成長を支援する体制の整備（生活面） 

① 基本的生活習慣確立のための環境設定の検証と改善 

年間通して始業終業の礼拝は親子での参加として実施した。礼拝後は毎回保護者会を

実施、保育や子どもたちの姿を保護者とともに振り返る事で、生活習慣についても確認

しあえた。 

② 園児とともに保護者の生活、子育てにも寄り添う支援 

今年度、長期休暇の特別預かりの保育開始時間を試験的に変更。通常保育と同じ時間

になったため就労されている方々の利用が増えた。 

また給食のニーズに関するアンケートを実施。現在火・木はお弁当であるが 30 名程

の給食希望があったので、2026 年度より火・木を「選択給食」とすることを決定し

た。 

③ 気候変動による異常気象(猛暑・豪雨)など生活環境の変化に対応した安全な教育と巨大地

震などに対する防災のありかたの再検討 

気候変動による異常気象(猛暑・豪雨)など生活環境の変化に対応した安全な教育と巨

大地震などに対する防災のありかたの再検討を継続して実施した。 

また不審者侵入の場合の対処と人数確認についても課題を検討し続ける必要がある事

がわかった。 

 

（３ ） 社会連携の推進 

１ 地域社会および産官学連携による教育の推進 

① 特別支援の関係機関との連携 
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 特別支援の関係機関との連携を定期的に取り合い情報共有した。 

２ 社会貢献活動の推進 

① 子どもたちによる地域社会貢献活動 

焼き芋パーティーでは子どもたちが育て焼いたお芋を近隣中心に届けた。 

また年長児は卒園前に給食提供の業者さんにお礼の手紙を書き、お礼の歌を届けるな

ど自分たちが地域の中で育っている事を感じる機会を持った。ジャガイモを育てる事

は、次の年長になる年中児にも引き継がれている。 

② 保護者支援、父母の会による社会貢献、子育て支援事業、災害時の子育て世代への支援 

園で「絵本よみ母さん」の経験を積んだ保護者が小学校の読み聞かせボランティアに

参加、また地域に「こども文庫」を設立。 

保護者の園での経験が地域社会への貢献という形で活かされる事に大きな意味を感じ

た。 

３ 地域社会のニーズに合った保育の提供 

① 孤立しがちな子育てを支える「育ちあう」教育の実践 

園庭開放事業「こすずめの会」は年間 80 回以上を実施。雨天でも受け入れ、園を知

っていただく機会とした。 

この会で在園児の弟妹を連れている保護者が新しく参加した未就園保護者に声をかけ

ている姿も多く見られ、保護者同士で話す事により孤立しがちな子育てを支援すること

にも繋がっていると感じた。 

② 多様な子育て支援事業の実施 

園庭開放時の子育て個別相談は年間通して受け付けた。KIDS センターとの連携とし

て行事に親子を招待、お散歩事業等実施した。また父母の会講演会は卒園生保護者も

参加した。父母の会バザーの収益金により観劇会を実施、未就園児連れの親子も多く

参加できた。 

③ 「愛され、育ちあう」という視点を中心に据え、園を基盤とした人的資源(保護者の専

門性・地域の方との連携)の活用によるコミュニティの形成とソーシャルキャピタルの

創生 

父母の会有志の会の同窓会は年間通して活動。園庭ワークでの作業等に多数参加が

あった。 

継続的に園の環境整備（草抜き、小規模の修繕等）をになってくださる方もいて、

今後も繋がりを大事にしていきたい。 

4 中高大との連携拡大と強化 

① 中学生の幼稚園での職業体験、幼稚園関係者への文化祭の周知、参加等双方向的な交

流 

中学の理科の先生方によるサイエンスショー、天体観察会を実施した。今後も双方

向で連携していきたい。 

② 職業体験、キャラバン隊受け入れ、高校教員による天体観察会等の双方向的な交流 

年間通して職業体験を受け入れ、夏休み期間中にキャラバン隊を受け入れ、連携を

深めた。 

③ 各学科、教育実習やゼミの受け入れ 
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現代子ども教育学科の教育実習や各ゼミの学びだけではなく生活環境学部、国際情

報学部など幅広い学部学科と連携した。 

今後も多様な学科と連携を深めていきたい。 

④ 中高大の部活やサークルとの連携 

中高ハープ部にクリスマス親子礼拝のミニコンサート出演していただき、とても好評

であった。 

5 同窓会連携 

① 園同窓会「支える会」との連携強化 

「支える会」は年間通じて活発に活動し園とも連携をとった。 

会報の発送、園行事での託児（遠足・讃美礼拝・年長児お別れ会）を実施した。 

② みどり野会との連携推進 

随時連携をとり教育充実費として 15 万円をご寄付いただき、国際情報学科の卒業制

作動画作成のための費用等、園の教育充実となった。 

③ 50 周年を機とした歴代保護者同士の連携強化 

父母の会有志の会「賛美の会」の OB 会「クロスの会」が発足し継続して活動した。 

支える会の卒園生有志が独自の連絡網を整備し運用を開始した。 

 

（4） 環境の活用 

１ 環境を活用した総合的な教育の実現 

① 園庭整備とさらなる活用 

園庭ワークは年間通して予定通り実施された。安全面も設計に関わってくださってい

る大久手工房の方と確認できた。保護者と一緒に園庭のメンテナンスを行う事で園庭へ

の愛着もわく。今後も取り組みとして継続して続けていく事が大事である。 

② 大学里山の整備推進とさらなる活用 

年間通して薬草園への散歩や遊歩道での自然物収集等を楽しめた。ペンギン山と呼ん

でいる炭焼き小屋周辺でも度々遊び、自然環境を楽しんだ。 

③ 施設利用の検討 

地域の子育てや防災等の拠点としての園のあり方を検討した。大災害を想定した備蓄

品の検討を開始した。 

2 学びあうための学習環境および人的環境の整備 

① 中高大の生徒・学生にとっての実践の場、生きた学びの場としての幼稚園のあり方の検

討 

年間通じて中学生、高校生、大学生と幅広い年齢層の生徒、学生を積極的に受け入

れ、実際に子どもたちとふれあい、子どもの姿を観察できる学びの場を提供した。その

都度、必ず感想やコメントを記入してもらい体験的な学びを振り返る経験にも繋げた。 

② 保護者など関係者の得意分野、専門性を人的資源(ソーシャルキャピタル)としてとら

え、支え合う保護者同士の関係を学び合う環境として活かす 

 6 月に立ち上がった父母の会有志の会連絡網の管理者である保護者らと人材バンクに

ついての検討を行った。 

③ 保育への保護者参加を促す事によって、多様な人との出会いと信頼関係を育み、子育て

の孤立化を防ぎ大人も育ちあう場を作る 
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年間通してお手伝い父さん母さんへの参加意識は非常に高かった。内容によって参加

希望者数に偏りがあるのでさらに内容や良さ、ねらい等を詳しく丁寧に伝えていく。 

3 ICT 教育環境の整備 

① ICT 環境を活用した情報発信力の強化 

新システム導入後より緊急連絡、及び事務連絡は配信を利用した。 

② ICT 環境整備による保育者や保護者の負担軽減 

9 月の本格的運用開始以来、保育の出欠席管理、預かり保育管理は全て新システムに

て管理した。欠席連絡の電話連絡等がほぼなくなった。 

③ ICT 社会への対応力の基礎の育成 

キャッシュレス化が進み、実体験の少なくなってきている「お金」の使い方について

「お金の教育、どこから？いつから？」と題して父母の会講演会で学び、保護者と体験

の大切さについて考える機会を持った。 

 

（５） 基盤の再構築 

１ 園児の受け入れの推進 

① 優先枠の拡大および周知と人数確保 

入園説明会用 PPT を改訂、更新して実施(全 5 回）した。 

2 歳児プレ幼稚園（わかば）、こすずめの会など対面の場で個別に声掛けなど全て計

画通り実施をした。 

満 3 歳児対象説明会も初めて実施した。 

② 入園説明会、体験会の充実 

入園説明会(5 回以上)、体験会の充実(体験時間の延長や回数増)、 

個別相談・満三歳児対象説明会等、全て実施した。 

③ KIDS センター連携強化と未就園児対象事業の拡大 

園庭開放年間 80 回は年間通して予定通り実施できた。 

KIDS センターからの行事参加・おさんぽ事業・満 3 歳保育体験もそれぞれ実施でき

たが回数を大幅に増やすことはできなかった。 

④ ホームページ等広報活動の充実 

HP 更新回数増・動画組み込み等すべて計画通り実施した。 

２ 外部資金活用の推進 

① 財団等の助成金や父母の会、同窓会からの寄付金の活用 

新たに私設財団の助成金を検討するなどした。今後も積極的に補助金、助成金を探し

ていく。 

父母の会とは、高額なロープ遊具の購入を複数年かけて父母の会の「教育拡充費」を

積み立てて利用することを検討し始めた。 

② 子育て新システムの導入・移行の是非の検討 

検討の結果、2027 年度より子育て新制度へ移行予定。 

３ 総合教育の実現を通じた KINJO ブランドの再構築と社会への浸透 

① 幼中高大のさらなる連携 

各校との連携の窓口を 1本化し、積極的に連携事業を行った。 
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法人部門 

 

今後の予測困難な環境下においても、持続可能な法人となるため、強固な経営体質、運営組織

の確立を目指し、組織、人事、財務などの改革・改善を次の視点から検討し、実施した。 

（１）社会の要請に応じたガバナンス体制・危機管理体制の強化 

（２）事務組織改革・人事制度改革の推進 

（３）戦略的広報体制の確立 

（４）情報化戦略の策定と推進 

（５）財政収支の改善 

 

（１） 持続可能な経営・運営体制の確立 

１社会の要請に応じたガバナンス体制・危機管理体制の強化 

① ガバナンス強化のための体制の検討・実行 

改正私学法を踏まえ、役割理解を深め統治機構の実効性を高める研修会を開催した。

2026 年度の第２回目の実施を予定しており、2025 年度の活動目標に不足する部分を

補完することにしている。 

 来年度の試行運用の開始を目指し、協議フローの原案作成を進めている。 

② 大規模災害など不測の事態への危機管理体制の強化 

2026 年度に緊急連絡網と安否確認システムを整備し、迅速な情報共有と教職員の安

全確保を強化する。 

事務職員研修として実施した BCP 研修において、災害時の初期対応に関する意見を

参考にしつつ、避難マニュアルとBCPの内容を包括した「災害対策・事業継続計画（BCP）」

を作成し、教職員に配付・周知することで、安全確保と業務継続の体制を強化した。 

③ 情報セキュリティ対策の強化による安全性の向上 

「金城学院 情報セキュリティハンドブック」を作成し、部課長会を通して事務職員へ

案内し、運用を開始した。 

情報セキュリティ監査について運用案などを作成した。 

 2 事務組織改革・人事制度改革の推進 

① 学院全体の業務改革の実効性が高まる事務組織の構築 

業務改革の実績創出に向け、タレントマネジメントシステムの導入など、データ活用

及びボトムアップの体制強化について取組を進めた。 

残業時間は前年度を１割弱上回り、削減には課題が残った。次年度は業務の進め方の

見直しを検討する。 

② 戦略的な人材育成・活用を実現可能とする人事制度改革の検討・実行 

オンデマンド研修については、約 8 割の職員が目標である計 3 プログラム以上を受講

しており、一定の成果が見られた。2026 年度以降は、受講ルールを見直し、職員の専

門知識やスキル向上をより効果的に促す運用へ改善する。一方、等級昇格制度および役

職定年制度については、基準やプロセスの不透明さが課題となったため、今後は対象者

への説明機会を拡充し、制度運用の透明性と納得感の向上に努める。 

③ 働き方改革を実施した上での生産性の向上 

2026 年度より、年間 1620 時間勤務の事務職員制度および嘱託事務職員の無期雇用
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制度の導入を決定した。あわせて、業務上必要な場合には上長の許可のもと始業時間の

変更（早出・遅出）を認めるほか、1620 時間勤務の事務職員については週 4 日勤務も

可能とした。これにより、労働時間の効率化、働きやすさの向上、雇用の安定化を一体的

に推進し、職員が安心して業務を遂行できる環境を整備するとともに、組織全体の生産

性向上につなげていく。 

 3 戦略的広報体制の確立 

① 戦略的広報を実施する組織体制の整備 

e-JINZAI「大学の広報・入試 DX 推進」を基礎研修として受講した。派遣職員を除く

広報担当者の受講率は 100％。今後も実務を推進しながら、セミナー等への参加も行い、

デジタルマーケティングとデータ分析を活用した戦略的広報体制の強化に努める。 

② 戦略的広報の設計・実行 

Web トラフィックの増加は達成した。入試広報部と共に推進した SNS プロジェクト

により SNS 投稿や SNS広告経由のホームページ流入が増大した。 

金城学院卒業生向けの公式LINEの開設、学院ホームページのリニューアルを完了し、

コンテンツの制作・配信を進めている。 

 4 情報化戦略の策定と推進 

① DX を推進し、学生支援サービスの満足度の向上及び事務業務の効率化 

今年度から BYOD を義務化したことにより、学内の DX 化が一層加速した。 

2026 年度からの遠隔授業の本格導入に向け、システム整備や運用面の準備が整った。 

2026 年度より、各種証明書を外部で発行できるよう整えた。 

落とし物情報を K-PORT に掲載する運用を開始したことにより、落とし物の返還率

が向上した。 

manaba を活用した説明会の開催について、実施方法を検討したが、今年度は個別サ

ポートで対応することとした。 

② ペーパーレス化の推進による業務効率化 

kintone を利用した後援依頼・ロゴ使用許可・金城学院資料提供許可の管理のアプリ

に加え、営利・非営利団体での業務届の業務を追加した。随時管理アプリを作成する。ペ

ーパーレス化の推進による業務効率化は改善できている。コスト面についても、コスト

削減（3 割減）となり目標を達成した。 

③ 資産としての蓄積データを可視化し、各種意思決定の良質化と迅速化 

データ可視化ツールを用いて、主要 KPI を可視化し、視覚的にデータを把握できるよ

うにした。 

 5 財政収支の改善 

① 経常収支差額の早期の黒字化 

設置校の中期計画目標について、進捗状況の確認及び達成に向けた取組を進め、計画

の履行を推進した。 

② 収入増加施策の検討・実行 

2026 年 3 月に返礼品付き寄付事業を開始した。 

修学奨学金・学院のため・大学のため・中学校・高校のため・幼稚園のための使途を設

け、返礼品付き寄付と一般寄付を運営開始した。 

卒業生企業や金城学院と関わりのある企業から返礼品を提示していただき、寄付者・
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企業・学生が共に発展し支え、支援の好循環を生む場所を創出することを目指す。収入増

加施策の検討・実行は達成した。 

③ 予算要求額など事業内容を精査し、支出を最適化 

予算支出の立替払いにおいて、ルールがなく慣例化していた運用を見直すべく、新た

に規程を整備するよう関連部署へ依頼した。また、次年度予算編成方針において、外部調

達コストの 2024 年度比 3％削減、および大学における学科単位での予算編成を明示し

た。これにより、組織的な支出削減を推進するとともに、より詳細な収支状況の把握を可

能とする体制整備に着手した。 
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Ⅲ 財務の概要 

 

１ 決算の概要 

（１）貸借対照表関係 

貸借対照表は、年度末における財政状態を明らかにする計算書類であり、資産・負債・

純資産を示しています。 

資産は、土地・建物等の有形固定資産、将来の特定の支出に備えるための資金を留保し

た特定資産、ソフトウェア等のその他の固定資産、現金預金等の流動資産から成ってお

り、２０２５年度末４２１億７千６百万円となっています。 

負債は、返済期間が１年以内に到来しない借入金等の固定負債、返済期間が１年以内に

到来する借入金・前受金等の流動負債から成っており、２０２５年度末７２億５千７百万

円となっています。なお、負債に含まれる借入金は、主に金城学院キャンパスマスタープ

ラン「KMP21」によるキャンパスの大規模リニューアルに伴う日本私立学校振興・共済事

業団からの借入金です。 

純資産は、外部へ返済の必要のない金城学院に完全に帰属する資産総額であり、正味財

産と呼ばれています。２０２５年度末の正味財産は３４９億１千８百万円となっていま

す。 

 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 （単位：百万円） 

科目 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

固定資産 42,512 40,740 39,370 37,530 36,716 

流動資産 4,091 4,236 4,062 5,209 5,459 

資産の部合計 46,604 44,976 43,432 42,739 42,176 

固定負債 7,210 6,561 5,740 5,499 5,048 

流動負債 2,210 2,112 2,031 1,644 2,208 

負債の部合計 9,421 8,673 7,770 7,163 7,257 

基本金 54,170 54,243 54,529 54,331 55,046 

繰越収支差額 △16,987 △17,939 △18,867 △18,755 △20,128 

純資産の部合計 37,183 36,303 35,662 35,576 34,918 

負債及び純資産

の部合計 
46,604 44,976 43,432 42,739 42,176 

※百万円未満について、切り捨てにて端数調整しているため、合計欄の数値が一致しないことがあります。 
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イ）財務比率の経年比較 （単位：%） 

比率 算式 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

運用資産余裕比率 
運用資産－外部負債 

経常支出 
36.4 36.7 43.2 52.4 61.8 

流動比率 
流動資産 

流動負債 
185.1 200.6 200.0 313.0 247.2 

総負債比率 
総負債 

総資産 
20.2 19.3 17.9 16.8 17.2 

前受金保有比率 
現金預金 

前受金 
313.7 334.0 351.4 500.6 452.1 

基本金比率 
基本金 

基本金要組入額 
96.9 97.6 97.9 98.1 98.4 

積立率 
運用資産 

要積立額 
45.3 40.7 38.3 38.8 38.7 

 

（２）事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、次の３つの活動に対応する事業活動収入及び事業活動支出の内

容並びにすべての事業活動収入及び事業活動支出の均衡の状態を明らかにする計算書類で

す。 

教育活動収支は、学生・生徒・園児への教育並びに研究活動の状況を示しています。２

０２５年度は、教育活動収入として９８億８千６百万円、教育活動支出として１０６億４

千１百万円計上しました。当年度より、会計基準の改訂に伴い、人件費支出の賞与引当金

繰入額３億７千６百万円を新たに計上しています。 

教育活動外収支は、教育活動以外の経常的な活動の状況を示しています。２０２５年度

は、教育活動外収入として４千４百万円、教育活動外支出として１千８百万円計上しまし

た。 

特別収支は、教育活動及び教育活動外を除いた臨時的な活動の状況を示しています。２

０２５年度は、ピアノの売却による固定資産売却差額、施設設備寄付金、教育研究用機器

備品等の現物寄付、施設設備にかかる補助金等による収入として４億５千４百万円を計上

しました。一方、特別支出としては、会計基準の改訂に伴う賞与引当金特別繰入額３億７

千６百万円などを計上しました。 

また、学校法人では、必要な資産を継続的に保持するため、教育・研究のために取得し

た固定資産の金額を基本金として留保しなければなりません。２０２５年度は、基本金組

入額として７億１千５百万円計上しました。 

 

ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 （単位：百万円） 

科目 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

教
育
活
動
収
支 

事業活動収入の部 

学生生徒等納付金 7,788 7,889 7,868 7,844 7,595 

手数料 125 107 102 90 97 

寄付金 117 96 164 186 92 

経常費等補助金 1,477 1,392 1,453 1,349 1,781 

付随事業収入 26 26 29 31 28 

雑収入 193 358 286 340 291 
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教育活動収入計 9,730 9,871 9,901 9,842 9,886 

事業活動支出の部 

人件費 5,772 6,175 6,051 6,224 5,581 

教育研究経費 4,486 4,111 3,973 3,898 4,325 

管理経費 650 632 622 776 734 

徴収不能額等 0 0 0 0 0 

教育活動支出計 10,909 10,919 10,645 10,899 10,641 

教育活動収支差額 △1,179 △1,048 △744 △1,056 △755 

教
育
活
動
外
収
支 

事業活動収入の部 

受取利息・配当金 46 36 34 35 43 

その他の教育活動外収入 1 45 1 0 0 

教育活動外収入計 47 81 35 36 44 

事業活動支出の部 

借入金等利息 28 26 23 20 17 

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0 

教育活動外支出計 28 26 23 20 17 

教育活動外収支差額 18 55 12 15 26 

経常収支差額 △1,161 △992 △732 △1,041 △729 

特
別
収
支 

事業活動収入の部 

資産売却差額 7 4 15 822 39 

その他の特別収入 33 119 91 152 415 

特別収入計 40 123 105 974 454 

事業活動支出の部 

資産処分差額 525 10 6 19 6 

その他の特別支出 0 0 9 0 376 

特別支出計 525 10 15 19 383 

特別収支差額 △485 113 90 955 71 

基本金組入前当年度収支差額 △1,646 △879 △642 △85 △657 

基本金組入額合計 △2,156 △130 △286 △24 △715 

当年度収支差額 △3,802 △1,009 △927 △110 △1,373 

前年度繰越収支差額 △13,184 △16,987 △17,940 △18,866 △18,755 

基本金取崩額 0 58 0 222 0 

翌年度繰越収支差額 △16,987 △17,939 △18,867 △18,755 △20,128 

（参考） 

事業活動収入計 9,818 10,076 10,042 10,853 10,385 

事業活動支出計 11,464 10,956 10,684 10,939 11,042 

※百万円未満について、切り捨てにて端数調整しているため、合計欄の数値が一致しないことがあります。 
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イ）財務比率の経年比較 （単位：%） 

比率 算式 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

人件費比率 
人件費 

経常収入 
59.0 62.0 60.9 63.0 56.2 

教育研究経費 

比率 

教育研究経費 

経常収入 
45.9 41.3 40.0 39.5 43.6 

管理経費比率 
管理経費 

経常収入 
6.7 6.4 6.3 7.9 7.4 

事業活動収支 

差額比率 

基本金組入前当年度収支差額 

事業活動収入 
△16.8 △8.7 △6.4 △0.8 △6.3 

学生生徒等 

納付金比率 

学生生徒等納付金 

経常収入 
79.7 79.3 79.2 79.4 76.5 

人件費依存率 
人件費 

学生生徒等納付金 
74.1 78.3 76.9 79.4 73.5 

経常収支差額 

比率 

経常収支差額 

経常収入 
△11.9 △10.0 △7.4 △10.5 △7.3 

 

（３）資金収支計算書関係 

資金収支計算書は、１年間に発生した支払資金の収入及び支出のてん末を明らかにする

計算書類です。２０２５年度は教育研究のための経費として２７億６千 8 百万円計上し、

教育研究の充実が図られました。また、２０２５年度の支払資金の残高は、５１億２千 4

百万円となっています。 

 

ア）資金収支計算書の状況と経年比較 （単位：百万円） 

収入の部 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

学生生徒等納付金収入 7,788 7,889 7,868 7,844 7,595 

手数料収入 125 107 102 90 97 

寄付金収入 120 100 164 185 121 

補助金収入 1,495 1,491 1,502 1,479 2,104 

資産売却収入 0 0 0 952 23 

付随事業・収益事業収入 27 72 30 32 28 

受取利息・配当金収入 46 36 34 35 43 

雑収入 193 358 244 340 291 

借入金等収入 0 0 0 0 0 

前受金収入 1,246 1,140 1,071 941 1,133 

その他の収入 6,904 3,436 3,102 3,565 3,180 

資金収入調整勘定 △1,262 △1,664 △ 1,411 △ 1,537 △ 1,249 

前年度繰越支払資金 5,256 3,909 3,808 3,763 4,715 

収入の部合計 21,943 16,877 16,515 17,693 18,086 
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支出の部 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

人件費支出 5,720 6,180 6,187 6,020 5,587 

教育研究経費支出 2,898 2,455 2,306 2,289 2,768 

管理経費支出 627 608 602 753 710 

借入金等利息支出 28 26 23 20 17 

借入金等返済支出 644 644 644 644 444 

施設関係支出 1,440 198 122 307 523 

設備関係支出 250 206 130 120 194 

資産運用支出 3,936 0 64 31 23 

その他の支出 2,627 2,896 2,841 2,983 2,861 

資金支出調整勘定 △141 △146 △ 168 △ 192 △ 170 

翌年度繰越支払資金 3,909 3,807 3,764 4,715 5,124 

支出の部合計 21,943 16,877 16,515 17,693 18,086 

※百万円未満について、切り捨てにて端数調整しているため、合計欄の数値が一致しないことがあります。 

 

イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較            （単位：百万円） 

科目 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

教育活動による資金収支 

 

教育活動資金収入計 9,682 9,866 9,847 9,836 9,882 

教育活動資金支出計 9,246 9,244 9,094 9,063 9,066 

差引 435 622 753 772 816 

調整勘定等 262 △267 8 △257 285 

教育活動資金収支差額 698 354 761 515 1,101 

施設整備等活動による資金収支 

 

施設整備等活動資金収入計 4,211 613 132 1,626 409 

施設整備等活動資金支出計 5,626 404 316 459 741 

差引 △1,415 208 △183 1,167 △332 

調整勘定等 57 △77 30 △81 90 

施設整備等活動資金収支差額 △1,357 130 △153 1,086 △241 

小計（教育活動資金収支差額＋

施設整備等活動資金収支差額） 
△659 485 608 1,601 860 

その他の活動による資金収支 

 

その他の活動資金収入計 2,517 2,837 2,658 2,791 2,727 

その他の活動資金支出計 3,157 3,424 3,325 3,442 3,163 

差引 △640 △586 △667 △650 △436 

調整勘定等 △47 △0 15 0 △14 

その他の活動資金収支差額 △687 △587 △652 △649 △450 

支払資金の増減額（小計＋その

他の活動資金収支差額） 
△1,347 △102 △44 951 409 

前年度繰越支払資金 5,256 3,909 3,808 3,763 4,715 

翌年度繰越支払資金 3,909 3,807 3,764 4,715 5,124 

※百万円未満について、切り捨てにて端数調整しているため、合計欄の数値が一致しないことがあります。 
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ウ）財務比率の経年比較 （単位：%） 

比率 算式 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

教育活動資金収支 

差額比率 

教育活動資金収支差額 

教育活動資金収入計 
7.2 3.6 7.7 5.2 11.1 

 

２ その他 

（１）資産運用の状況 

運用目的 学院の教育研究活動を安定的に支えるため、学生納付金、補助金、寄付金等を原資とする保

有資産について、安全性を最優先に、適正かつ効率的な管理・運用を行い、中長期的な財務

基盤の維持・充実を図る。 

運用目標 元本の保全を基本とし、必要な流動性を確保しながら、預金・債券等による安定的な利息収

入の確保を目標とした。投機的な短期売買は行わず、満期保有を原則として堅実な運用に努

める。 

運用方針（基本ポート

フォリオを含む） 

2025 年度は、資産運用規程に基づき、預金・貯金、国債、地方債、金融債、政府保証債、

社債・外国債等を主な運用対象とした。運用資産の 3 分の 1 以上を預貯金とし、債券等は

分散投資と保有限度に留意して運用した。 

資産運用に関するガバ

ナンス体制 

資産運用業務は、資産運用規程に基づき理事長が執行し、理事会が決定及び監督を行う体制

としている。2025 年度の運用結果については、資産運用結果報告書により、理事会及び評

議員会へ報告した。 

運用体制 理事長の責任のもと、必要に応じて財務理事が分掌し、事務処理は財務課が行った。預金通

帳、有価証券及び預かり証等は財務課において保管・管理し、内部管理の徹底を図った。 

 

総括表 

種類 
当年度（令和 8 年 3 月 31 日） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 683,226,983 1,005,353,151 322,126,168 

（うち満期保有目的の債券） （0） （0） （0） 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 4,259,357,995 3,629,396,887 △629,961,108 

（うち満期保有目的の債券） (3,324,550,000) (2,800,476,250) (△524,073,750) 

合計 4,942,584,978 4,634,750,038 △307,834,940 

（うち満期保有目的の債券） (3,324,550,000) (2,800,476,250) (△524,073,750) 

明細表 

種類 
当年度（令和 8 年 3 月 31 日） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

債券 3,324,550,000 2,800,476,250 △524,073,750 

株式 6,568,301 38,651,300 32,082,999 

投資信託 1,611,466,677 1,795,622,488 184,155,811 

貸付信託 0 0 0 

その他 0 0 0 

合計 4,942,584,978 4,634,750,038 △307,834,940 
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（２）借入金の状況 

残額：3,355,360,000 円 

借入先：日本私立学校振興・共済事業団 

利率： 0.5% 

返済期限：2034 年 9 月 30 日 

 

（３）学校債の状況 

学校債はありません。 

 

（４）寄付金の状況 

区分 金額 

一般寄付 22,844,541 円 

特別寄付（教育研究） 66,095,052 円 

特別寄付（施設設備） 32,596,000 円 

現物寄付（教育研究） 3,729,244 円 

現物寄付（施設設備） 59,526,573 円 

合計 184,791,410 円 

 

（５）補助金の状況 

区分 金額 

国庫補助金 1,316,603,583 円 

地方公共団体補助金（県） 771,858,044 円 

地方公共団体補助金（市） 16,220,610 円 

合計 2,104,682,237 円 

 

（６）収益事業の状況 

 

2025 年度の収益事業収入は、不動産事業収入の 1,228 千円となりました。 

 

（７）関連当事者等との取引の状況 

ア）関連当事者 

該当取引はありません。 

 

イ）出資会社 

名称 株式会社金城学院サポート 

事業内容 食品・清涼飲料水の販売等 

資本金の額 9,900,000 円  990 株 

学校法人の出資状況 9,900,000 円  990 株  総株式等に占める割合 100% 

出資状況 2017 年 11 月１日  9,900,000 円  990 株 
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当期中に学校法人が受け入

れた配当及び寄付金の金額

並びに学校法人との資金、取

引等の状況 

当該会社からの特別寄付金 7,000,000 円 

当該会社からの雑収入 1,441,666 円 

当該会社への消耗品費 319,348 円 

当該会社への通信運搬費 10,881 円 

当該会社への印刷製本費 73,628 円 

当該会社への慶弔支出 8,712 円 

当該会社への福利費 143,640 円 

当該会社への補助活動支出 4,620 円 

当該会社への食事費 905,626 円 

当該会社への委託費 86,687 円 

当該会社への渉外費 1,468,235 円 

当該会社からの未収入金 125,000 円 

債務保証 学校法人は当該会社について債務保証を行っていない 

 

（８）学校法人間財務取引 

該当取引はありません。 

 

３ 経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

（１）経営状況の分析 

法人の経営上重視している財務指標、「教育活動資金収支差額比率」は、2024 年度の

5.2％に比べ 2025 年度 11.1%と改善しております。依然として目標値 20.0%からの

乖離は大きく、全国平均 11.4%（2024 年度）も若干割り込んでいます。これは、大学

における入学者数の減少が主な原因であります。また、「経常収支差額比率」について

も、2019 年度以降マイナスを続けており適正な資金留保ができていない状況となって

います。そして、将来に備えた「積立率」は、2018 年度 78.9%から 2025 年度

38.7%へと大幅に低下しています。全国平均 74.9%（2024 年度）も大幅に割り込ん

でいます。 

 

（２）経営上の成果と課題 

2022 年度より全学的に予算削減に取り組み、経費支出抑制において一定の成果を上

げています。また、2025 年度は期末手当を 1 ヶ月分削減し、それに伴う法定福利費な

どの事業主負担分の削減及び 2025 年度採用者から号俸額・賞与額等の減額を含め前年

度比約４億 3 千万円の人件費を削減しています。しかし、学生生徒等納付金収入の減少

と高水準の人件費比率の課題は解消されていません。 

大学における入学定員充足率は、2020 年度から 2025 年度まで 6 年連続で 100%

を割り込み、2025 年度の収容定員充足率は 85.3%となっております。2025 年度も

収容定員未充足の影響による学生生徒等納付金収入の落ち込みなど経常収入の減少が大

きいものの、上記の対応策により、人件費比率は改善し 2025 年度は 56%となりまし

た。 

 

（３）今後の方針・対応方策 

法人を永続させるためには、早期に収支均衡を図る必要があります。 

そのためには、学生生徒の確保を最重要課題として取り組むと同時に、2026年度予算編成方

針において、外部調達コストの2024年度比3％削減、および大学における学科単位での予算
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編成を明記しました。これにより、組織的な支出削減を推進するとともに、より詳細な収支

状況の把握を可能とする体制を整えます。  
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Ⅳ 学校法人の業務の適正を確保するための体制(内部統制システム)の整備及び運
用状況の概要 

 

１ 関係する決議の概要 

学校法人金城学院は、私立学校法第 36 条第 3 項第 5 号及び第 148 条第 1 項並びに私立

学校法施行規則第 13 条の規定に基づき、学校法人の業務の適正を確保するための体制（内

部統制システム）の整備について、理事会において「学校法人金城学院内部統制システム整

備の基本方針」を決議している。 

また、役員の職務及び責任の明確化並びに適切な法人運営を図るため「学校法人金城学院

役員規程」を整備するとともに、法令遵守及び倫理意識の向上を図るため「学校法人金城学

院コンプライアンス基本方針」を定めている。 

これらの方針及び規程に基づき、関係規程の整備、組織体制の構築及び運用を行い、法令

遵守、リスク管理、業務執行の適正性及び効率性の確保に努めた。 

 

２ 体制整備及び運用状況の概要 

（1） 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

理事会議事録その他理事の職務執行に係る文書については、文書管理規程その他関係

規程に基づき、適切に作成、保存及び管理を行っている。 

（2） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

学校法人における各種リスクに適切に対応するため、危機管理規程等を整備し、リス

ク管理体制を構築している。 

自然災害、情報漏えい、コンプライアンス違反その他法人運営に重大な影響を及ぼす

おそれのある事案については、関係部署が連携し、迅速かつ適切に対応する体制として

いる。 

また、必要に応じて各種委員会等を開催し、リスクの把握及び未然防止に努め てい

る。 

（3） 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

理事会を定期的に開催するとともに、重要事項については常任理事会その他会議体にお

いて事前審議を行い、迅速かつ効率的な意思決定を行っている。 

また、中期計画及び事業計画に基づき、各部署において業務目標を設定し、進捗管理を実

施している。 

（4） 職員の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制 

就業規則、服務規程その他関係規程を整備するとともに、「学校法人金城学院コ ンプラ

イアンス基本方針」に基づき、役員及び職員の法令遵守並びに倫理意識の向上を図ってい

る。 

また、ハラスメント防止、研究倫理に関する研修を実施するとともに、相談窓口及び内

部通報制度を整備し、適切な運用を行っている。 

（5） 監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 

監事が理事会その他重要会議へ出席し、必要に応じて意見を述べることができる体制を

整備している。また、監事が必要な資料及び情報の提供を受けることができるよう関係部
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署との連携を図るとともに、会計監査人及び内部監査部門との情報共有を行い、監査機能

の実効性確保に努めている。 

 

 

附属明細書 

該当事項なし 
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